
合志庁舎前

重点地区②
辻久保～黒石地区

重点地区③
野々島地区

重点地区①
竹迫地区

飯高山・
群山南部

辻久保

御代志
黒石

● 都市中核拠点
● コミュニティ生活拠点

合志市のまちづくりの青写真
～市重点区域土地利用計画～

まちづくりシリーズ⑤市
の
ま
ち
づ
く
り
の
青
写
真
は
？

　
本
市
の
ま
ち
づ
く
り
の
青
写
真
と
い
え

ば
、
合
併
時
に
作
成
さ
れ
た
「
合
志
市
新

市
建
設
計
画
」
や
「
合
志
市
総
合
計
画
」

が
あ
り
ま
す
が
、
土
地
利
用
の
面
で
の
ま

ち
づ
く
り
の
青
写
真
と
な
る
と
、
「
合
志

市
重
点
区
域
土
地
利
用
計
画
」
に
な
り
ま

す
。

　
こ
の
計
画
は
、
市
民
参
画
に
よ
る
検
討
委

員
会
で
４
回
の
協
議
を
重
ね
て
作
成
。
農
村

の
豊
か
な
環
境
を
守
り
な
が
ら
良
好
な
住

環
境
（
市
街
地
）
を
つ
く
り
、
市
民
の
健
康

増
進
と
、
多
く
の
雇
用
を
創
出
す
る
こ
と
を

実
現
す
る
た
め
の
土
地
利
用
計
画
で
す
。
市

民
の
所
得
向
上
は
も
と
よ
り
、
市
財
政
の
安

定
化
を
目
指
す
も
の
で
す
。

　
具
体
的
に
は
、
現
況
の
土
地
利
用
や
交

通
網
を
踏
ま
え
て
市
内
の
バ
ラ
ン
ス
あ
る
発

展
を
考
慮
し
、
次
の
３
つ
を
重
点
土
地
利
用

区
域
に
定
め
て
い
ま
す
。

①
竹
迫
地
区
（
合
志
庁
舎
前
〜
飯
高
山
・

群
山
南
部
）

②
辻
久
保
〜
黒
石
地
区
（
国
道
３
８
７
号

沿
線
）

③
野
々
島
地
区
（
北
熊
本
ス
マ
ー
ト
イ
ン

タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
計
画
地
周
辺
）

市
重
点
区
域
土
地
利
用
計
画
は

な
ぜ
作
ら
れ
た
の
？

　
本
市
は
、
市
全
体
と
し
て
は
人
口
・
世
帯

数
と
も
に
順
調
に
伸
び
て
い
ま
す
が
、
増
加

し
て
い
る
の
は
市
の
南
部
地
域
で
あ
り
、
北

部
地
域
で
は
人
口
の
減
少
と
高
齢
化
が
進

む
な
ど
、
地
域
の
格
差
が
出
て
き
て
い
ま

す
。

　
財
政
的
に
は
、
依
存
財
源
に
頼
る
財
政

状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。
ま
た
、
自
主
財
源

に
占
め
る
個
人
市
民
税
や
法
人
市
民
税

も
、
景
気
の
影
響
を
受
け
る
た
め
、
数
年
先

の
税
収
の
予
測
も
難
し
く
な
っ
て
き
て
い
ま

す
。
さ
ら
に
、
人
口
の
増
加
と
高
齢
化
が
進

み
、
福
祉
予
算
が
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況
を
考
え
る
と
、
将
来
の
安

定
的
な
財
政
運
営
が
、
さ
ら
に
難
し
く
な

る
こ
と
も
想
定
し
て
お
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。

　
ま
た
、
熊
本
市
を
中
心
と
し
た
熊
本
都

市
計
画
区
域
に
含
ま
れ
る
本
市
は
、
市
街

化
区
域
と
市
街
化
調
整
区
域
と
い
う
規
制

の
中
で
は
、
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
本
来
の
ま

ち
づ
く
り
が
で
き
な
い
の
が
現
状
で
す
。

　
こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、
市
民
サ
ー
ビ
ス

を
維
持
・
向
上
さ
せ
、
合
志
市
が
こ
れ
か
ら

も
発
展
し
て
い
く
上
で
必
要
と
な
る
健
全

な
財
政
力
を
整
え
る
た
め
に
、
土
地
利
用
に

よ
る
「
稼
げ
る
市
」
を
つ
く
っ
て
い
く
必
要

が
あ
り
、
合
志
市
重
点
区
域
土
地
利
用
計

画
を
作
成
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

重
点
区
域
土
地
利
用
計
画
書
に
は

ど
ん
な
こ
と
が
書
い
て
あ
る
の
？

　
将
来
合
志
市
に
都
市
中
核
拠
点
と
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
生
活
拠
点
を
配
置
し
、
公
共
交

通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
り
つ
な
が
っ
た
、
階

層
型
多
極
集
中
拠
点
と
い
う
都
市
構
造
の

イ
メ
ー
ジ
を
目
指
す
こ
と
を
明
記
し
て
い
ま

す
。

　
図
の
よ
う
に
、
拠
点
地
区
と
し
て
野
々
島

地
区
、
辻
久
保
地
区
、
御
代
志
地
区
、
黒
石

地
区
、
合
志
庁
舎
前
地
区
、
飯
高
山
・
群
山

南
部
地
区
の
六
地
区
を
配
置
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
に
、
本
市
で
は
合
志
市
重
点

区
域
土
地
利
用
計
画
に
沿
っ
て
ま
ち
づ
く

り
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

※

都
市
中
核
拠
点

　公
共
交
通
の
タ
ー
ミ
ナ
ル
を
中
心
に
、
魅
力

的
な
商
業
施
設
や
公
共
施
設
、
雇
用
の
場
を

配
置
し
、
市
民
の
交
流
拠
点
と
な
る
ほ
か
、

熊
本
都
市
圏
や
広
域
観
光
ル
ー
ト
上
の
交
流

拠
点
。

※

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
生
活
拠
点

　集
落
や
住
宅
団
地
の
分
布
を
考
慮
し
、
市
民

生
活
に
も
っ
と
も
重
要
な
日
用
品
な
ど
の
買

物
が
で
き
る
商
業
施
設
（
ス
ー
パ
ー
な
ど
）

を
核
に
し
た
拠
点
。
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部門別職員数の状況と主な増減理由　　　　　　　　　　　　　（各年　4 月１日現在）

職　　員　　数 対前年
増減数 主 な 増 減 理 由

平成 26 年 平成 27 年

一 般 行 政
部 　 門

議　　会
総務企画
税　　務
民　　生
衛　　生
労　　働
農林水産
商　　工
土　　木

4 人
92 人
22 人
27 人
20 人

15 人
5 人

26 人

4 人
93 人
23 人
28 人
20 人

15 人
6 人

27 人

1 人
1 人
1 人

1 人
1 人

業務増による人員増
業務増による人員増
業務増による人員増

業務増による人員増
業務増による人員増

小　 計 211 人 216 人 5 人

特 別 行 政
部　　 門

教　　育
消　　防

65 人 65 人

小　 計 65 人 65 人

公営企業等
会 計 部 門

病　　院
水　　道
交　　通
下 水 道
そ の 他

9 人

8 人
20 人

9 人

8 人
20 人

小　 計 37 人 37 人

合　　　　　計 313 人 318 人 5 人

職員の勤務時間、その他の勤務条件の状況
勤務時間

１週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間
38 時間 45 分 8：30 17：15 12：00 ～ 13：00

年次有給休暇の取得状況　　　　　　　　　（平成 26 年 1 月 1 日～平成 26 年 12 月 31 日）

総付与日数 総使用日数 全対象職員数 平均使用日数
12,068 3,359 314 10.7

職員の分限と懲戒処分の状況
処分者数　　　　　　　　　　　　　　 　　（平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）

処分の種類 処分者数 処分事由

分限処分

免　職 0

休　職 2  心身の故障

降　任 0

懲戒処分

免　職 0

停　職 0

減　給 0

戒　告 0

職員の服務の状況
　全ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のため勤務し、職務遂行に当たって
は全力で専念しなければなりません。
　職員には、命令に従う・秘密を守る義務や信用失墜行為・争議行為の禁止、営利企
業などの従事・政治行為の制限などが課せられています。

職員の研修の状況
研修の実施状況　　　　　　　（平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日　総務課所管分）

区　　　分 研　　修　　名 受講者数

中 央 等 研 修
自治大学校
早稲田大学人材マネジメント部会
市町村アカデミー研修
行政管理講座研修

1 人
3 人
4 人

17 人

県研修協議会主催研修

新規採用職員研修
新規採用職員フォローアップ研修
新任課長研修
新任係長研修
一般職員（1 部）研修
一般職員（2 部）研修
各種専門研修

11 人
11 人
10 人
8 人
8 人

15 人
7 人

そ の 他 研 修 実務研修など 18 人

職 員 全 体 研 修

公的不動産マネジメント（PRE 戦略）
に係る職員研修
接遇職員研修会
人権教育
人事評価評価者研修
新規採用職員研修
５年未満研修
菊池恵楓園研修
新規採用職員自衛隊研修

61 人
98 人
53 人
19 人
11 人
31 人
25 人
10 人

職員の福祉の状況
健康診断の状況　　　　　　　　　　　　　（平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）

区　　　分 対象者数 受診者数 備　　考

人 間 ド ッ ク 266 人 121 人

定 期 健 康 診 断 312 人 235 人 受診者には人間ドック受診者を含む
未受診者は育児休業など

職員の任免、職員数と給与などの状況
職員の任免、職員数

区　　　分 職員数
H26.4.1 現在

採用者数 
（H26.4.2 ～ H27.4.1 採用）

退職者数 
（H26.4.1 ～ H27.3.31 退職）

職員数
H27.4.1 現在

一　般　職 288 人 14 人 9 人 293 人
技能労務職 25 人 0 人 0 人 25 人
合　　　計 313 人 14 人 9 人 318 人

※採用者数、退職者数には派遣職員を含みます。

職員給与費の状況（一般会計予算）

区 分 職員数
Ａ

給　　　　　　与　　　　　　費 一人当たり給与費
（Ｂ／Ａ）給　　料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ

平成 27 年度 303 人 1,138,764 千円 167,850 千円 427,036 千円 1,733,650 千円 5,722 千円

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
２　給与費は当初予算に計上された額です。

職員の平均給料月額、平均給与月額と平均年齢の状況　　　　（平成 27 年 4 月 1 日現在）

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職
平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

316,600 円 374,616 円 42 歳 3 月 330,800 円 353,480 円 48 歳 5 月

（注）平均給与月額は、扶養手当などが含まれ、期末勤勉手当、退職手当を除いた額です。

職員の初任給の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 27 年 4 月 1 日現在）

区 　 分 試験区分
合　志　市 国

決定初任給 採用 2 年経過日 給料額 初　任　給 採用 2 年経過日 給料額

一般行政職
大学卒 174,705 円 186,639 円 174,200 円 186,100 円
高校卒 142,512 円 150,936 円 142,100 円 150,500 円

技能労務職 高校卒 142,512 円 150,936 円 ――― ―――

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況　　　　　　　（平成 27 年 4 月 1 日現在）

区 　 分 学歴区分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年

一般行政職
大学卒 245,509 円 283,218 円 352,318 円
高校卒 213,216 円 260,453 円 297,761 円

技能労務職 高校卒 211,461 円 257,946 円 300,034 円

一般行政職の級別職員数の状況　　　　　　　　　　　　　　（平成 27 年 4 月 1 日現在）

区 　 　 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級
標 準 的 な
職 務 分 類 主  事 主　事 主　幹 

主　査 主　幹 課長補佐 次　長
課　長 部　長

職　 員　 数 24 人 28 人 73 人 37 人 41 人 26 人 8 人
構　 成　 比 10.1％ 11.8％ 30.8％ 15.6％ 17.3％ 11.0％ 3.4％
※一般行政職員とは、一般職のうち公営企業職員などを除いた職員です。

職員手当の状況
区分 合　　志　　市 国

勤
勉
手
当

期
末
手
当

（平成 26 年度支給割合）
期末手当     　勤勉手当  　

6 月期　1.225 月分　　0.675 月分 　  
12 月期　1.375 月分　　0.675 月分 　

計      2.600 月分　　1.350 月分 　

　職務上の段階、職務の
　級等による加算措置　　　　有

（平成 26 年度支給割合）
期末手当  　勤勉手当      　

6 月期  1.225 月分　0.675 月分 　　
12 月期  1.375 月分　0.675 月分 　　

 計     2.600 月分　1.350 月分 　　

　職務上の段階、職務の
　級等による加算措置　　　　有

退
職
手
当

平成 27 年 4 月 1 日現在
（支給率）
勤務年数　 自己都合　   勧奨・定年
勤続 20 年　20.445 月分　25.55625 月分
勤続 25 年　29.145 月分　34.58250 月分
勤続 35 年　41.325 月分　49.59000 月分
最高限度額　49.590 月分　49.59000 月分

（その他の加算措置）
退職時　定年前早期退職特例措置
　　　　2 ～ 45％加算
特別昇給　　無

平成 27 年 4 月 1 日現在
（支給率）
勤務年数    自己都合　   勧奨・定年
勤続 20 年　20.445 月分　25.55625 月分
勤続 25 年　29.145 月分　34.58250 月分
勤続 35 年　41.325 月分　49.59000 月分
最高限度額　49.590 月分　49.59000 月分

（その他の加算措置）
退職時　定年前早期退職特例措置
　　　　2 ～ 45％加算
特別昇給　　無

特別職の報酬の状況
区　　　　分 給　料　月　額　な　ど

給　　料
市　長
副市長
教育長

825,000 円
634,000 円
565,000 円

報　　酬
議　長
副議長
委員長
議　員

440,000 円
390,000 円
380,000 円
370,000 円

期末手当

市　長
副市長
教育長

（平成 26 年度支給割合）
6 月期　　　　　　　　　　 1.225 月分　　　　　

12 月期　　　　　　　　　　 1.375 月分　　　　　
計  　　　　　　 　　　　 2.600 月分　　　　　

議　長
副議長
委員長
議　員

（平成 26 年度支給割合）
6 月期　　　　　　　　　　 1.225 月分　　　　　

12 月期　　　　　　　　　　 1.375 月分　　　　　
計  　　　　　　 　　　　 2.600 月分　　　　　

市職員の給与などを
公表します
◦問い合わせ先
　総務課　人事班（合志庁舎）　　☎２４８－１１１２


